
 

手 数 料 表 

サービスの種類及び内容 手数料の額及び負担者 

求人受理時の事務費用 手数料負担者は 求人者 とします。             0  円 

求人受理後、求人者に求職者を紹介するサービス 

【職業紹介サービス】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

求人の充足に向けた求人者に対する専門的な相談・

助言サービス 

【職業紹介の付加サービス】 

＊上記職業紹介サービスに加えて、より専門的な

相談・助言の付加サービスを行う場合 

成功報酬 

（期間の定めのない雇用契約の紹介の場合） 

当該求職者の就職後１年間に支払われる賃金（内定書や労働条件通知書等

に記載されている額）の        30  ％（または     円） 

 

（期間の定めのある雇用契約の紹介の場合） 

当該求職者の就職後、雇用契約期間中（雇用期間が１年を超える場合は最

大１年間分）に支払われる賃金（内定書や労働条件通知書等に記載されて

いる額）の              30  ％（または     円） 

 手数料負担者は 求人者 とします。 

 

成功報酬 

当該求職者の就職後１年間に支払われる賃金（内定書や労働条件通知書等

に記載されている額）の        30  ％（または     円） 

 手数料負担者は 求人者 とします。 

上記手数料には、消費税は含まれておりません。別途加算となります。 

 

【返戻金制度】 

本件業務により採用された採用者が、入社した日を起算日として３０日以内に自己都合または自己の責に帰すべき事由で退職

し、または解雇された場合は、弊社は紹介手数料の 80％を求人者に返還する。但し、求人者の都合により解雇され、または

退職した場合、並びに天災地変等の自然災害などの不可抗力により不就労となった場合はこの限りではない。 

２ 弊社は、求人者より提示される退職確認書その他退職の確認できる書類により採用者の退職を確認し、採用者が退職した

日の属する月の翌月末日（金融機関休業日の場合は、前営業日）までに、前項の定めに従い、紹介手数料を甲の指定する銀行

口座に振込返還するものとし、振込手数料等は乙の負担とする。なお、退職した当該採用者に替わる人材を直ちに紹介できう

る状況の場合は、双方合意のもとに紹介手数料の返還を留保することができる。 

 

          許可番号 13-ユ-308455               

          事業所の名称及び所在地 株式会社 AMICUS       

所在地 東京都新宿区新宿 1－8－1 大橋御苑駅ビル３F 

                     



※１：求人受理時の事務費用 

   求人を受け付ける際に、事務費として一定額を収受する場合には、この欄にその金額を記入しておく

必要があります。 

   なお、当該欄の手数料負担者は、通常「求人者」となります。 
 

 

※２：求人受理後、求人者に求職者を紹介するサービス 

   求人者にサービスの提供を行った際の成功報酬として一定額を収受する場合には、この欄にその金額

の限度額（割合【％】または定額【円】）を記入しておく必要があります。 

当該様式例では、雇用期間の定めのない労働契約と雇用期間の定めのある労働契約に分けて記載して

いますが、雇用期間の定めのない労働契約や１年間を超える有期労働契約を斡旋する場合などは、「内

定書、労働条件通知書等に記載された年収額の○○％（または○○円）」と記載することもできます。

このほか、１件あたりの定額手数料を記載する方法等ありますが、手数料に係る紛争防止の観点から、

わかりやすい手数料表の表記を心がけてください。 

   また、時間外労働を含めた月々の実支払賃金を元に手数料を収受しようとする場合は、「職業紹介が

成功した場合において、当該求職者の就職後１年間で支払われた賃金の○○％（または○○円）」とい

う記載で構いませんが、この場合は手数料の請求は賃金が確定してからとなりますので、ご留意くださ

い。 

   なお、当該欄の手数料負担者は、通常「求人者」となります。 
 

 

※３：求人の充足に向けた求人者に対する専門的な相談・助言サービス 

   通常の職業紹介サービスに加え、求人を容易に充足させるための専門的な相談や助言のサービスを求

人者に行い職業紹介が成功した際に、付加サービス分の成功報酬として一定額（加算分）を収受する場

合には、この欄にその加算分の金額の限度額（割合【％】または定額【円】）を記入しておく必要があ

ります。 

   ホワイトカラーの紹介の場合などでは、上記※２と付帯して行われる場合が多いため、当該欄を必ず

しも設ける必要はありません。 

   なお、当該欄の手数料負担者は、通常「求人者」となります。 

 

 

※４：消費税率の改正を考慮し、外税表記をお勧めします。 

 


